
③ディスカッション
各登壇者と住まいの貧困の課題についてミクロ・メゾ・マクロ
の視点で議論を深め、各々で何ができるのか、また短期的
にできること、中長期的にできることを議論し、解決への方

向性を示していきます。



全国 県・那覇市

登録住宅の現状（全国との比較）

共通する事項
①極端に多い特定企業物件
②きわめて少ない専用住宅
③大半の住居は入居中

県・那覇市のデータは那覇市まちな
み共創部まちなみ整備課作成「復帰
50年市⺠公開講座『住まいの貧困を
考える』リレー報告・資料（令和４
年11月27日）」より。
全国のデータは、第４１回全国クレ
サラ・生活再建問題被害者交流集会
in滋賀第５分科会「住まいの権利」
2022年10月15日「住宅セーフティ
ネット政策を問い直す」平山洋介
（神⼾⼤学）資料より。



H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

新規申請件数 １５７件 １２５件 ３８８９件 １５５４件

新規支給決定件数 １５５件 １２０件 ３３７６件 １３８５件

【住宅確保給付金】

事業主体：福祉事務所設置自治体
（那覇市、宜野湾市、石垣市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、豊見城市、

うるま市、宮古島市、南城市）
町村管轄〜沖縄県

＊2022.11.24 沖縄県 子ども生活福祉部 保護・援護課／電話回答



【沖縄県ひとり親家庭生活支援モデル事業（ゆいはぁと事業）】
委託：沖縄県（沖縄振興特別推進交付金事業）
受託：公益社団法人 沖縄県⺟⼦寡婦福祉連合会（平成２４年より受託）

（１）沖縄県マザーズスクエアゆいはぁと（与那原町、平成２４年開設）
（２）沖縄県マザーズスクエアゆいはぁと中部（北谷町、平成２８年開設）
（３）沖縄県マザーズスクエアゆいはぁと北部（本部町、平成２８年開設）

住宅⽀援のほか、⽣活⽀援、⼦育て⽀援、就労⽀援など、各⺟⼦家庭及び⽗⼦家庭の個別事情に応じ
た自立支援計画を作成のうえ、専任のコーディネーターによるトータルサポートを行う。なお、支援
期間は原則1年、知事が必要と認めた場合は、延⻑される場合もあり。

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
ひとり親家庭
支援世帯数 ８５世帯 ８９世帯 ８１世帯 ６８世帯

＊沖縄県・令和３年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シートによる実績



【うるま市ひとり親家庭生活支援モデル事業】
受託：公益社団法人 沖縄県⺟⼦寡婦福祉連合会

マザーズスクエアうるはし（平成２５年）
住宅支援のほか、専任のコーディネーターによる生活、子育て、就労など支援対象ひとり親家庭の各個別
事情に応じた⾃⽴⽀援計画を作成し、総合⽀援を⾏う。⽀援期間は、原則１年、必要と認めた場合は延⻑
される場合もあり。対象ひとり親家庭世帯数は概ね１０世帯を予定。

＊2022.11.24うるま市マザーズスクエアうるはし／電話回答

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
ひとり親家庭
支援世帯数 １４世帯 １６世帯 １６世帯 ８世帯

【糸満市ひとり親家庭生活支援モデル事業】
受託：公益社団法人 沖縄県⺟⼦寡婦福祉連合会

糸満市マザーズスクエアいいまぁる（平成２５年）
ひとり親家庭の自立のため、住宅支援のほか、生活支援、子育て支援、就労支援など専任のコーディネー
ターによるトータルサポートを⾏う。⽀援期間は原則１年、必要と認めた場合は延⻑される場合もあり。

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
ひとり親家庭
支援世帯数 ２世帯 ４世帯 ２世帯 １世帯

＊2022.11.24糸満市マザーズスクエアいいまぁる／電話回答



【⺟⼦⽣活⽀援施設】児童福祉法第３５条第３項の規定に基づく、同法第３８条の施設

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

延べ入所世帯数 ７世帯 ５世帯 ６世帯 ７世帯
＊2022.11.24 沖縄市 子ども家庭課／電話回答

（１）⺟⼦⽣活⽀援施設 レインボーハイツ（沖縄市） 定員：１２世帯
昭和４９年４月１日条例第７１号

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

延べ入所世帯数 ２１世帯 ２６世帯 ２１世帯 １６世帯
※アフターケア・緊急一時保護・ショートステイ等の支援世帯数は含まない。

（２）浦添市⺟⼦⽣活⽀援施設 浦和寮 定員：２０世帯
昭和４９年条例第２１号

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

延べ入所世帯数 （未集計） ２２世帯 ３４世帯 ２７世帯
＊2022.11.24 那覇市 子育て応援課／電話回答

（３）那覇市⺟⼦⽣活⽀援センター さくら 定員：２０世帯
平成１４年条例第５９号

＊2022.11.24 浦和寮／メール回答



【市条例による市⺠住宅】
条例：浦添市⺠住宅等の設置及び管理に関する条例

（平成29年8月10日条例第18号）
名称：浦添市⺠住宅・⼦育て⽀援港川宿舎 ／ ⼾数：８０⼾

「市⺠住宅」は、市が建設、買取り⼜は借上げを⾏い、市⺠に賃貸し、⼜は転貸するための住宅及び
その附帯施設で、いわゆる「市営住宅」（公営住宅法（昭和26年法律第193号。）の規定による国の
補助に係る住宅等）以外のものをいう。浦添市は平成３０年から市条例により⼦育て世帯向けの市⺠
住宅『浦添市⺠住宅・⼦育て⽀援港川宿舎』を設置。

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
入居した

子育て世帯数 １８世帯 ４世帯 ３世帯 １世帯

※平成30年1月1日条例施行以降に新規入居した子育て世帯数
＊2022.11.25 浦添市 建築営繕課／電話回答



【『ひとり親家庭住宅支援資金』の貸付】（令和３年６⽉〜）
委託：沖縄県
受託：公益社団法人 沖縄県⺟⼦寡婦福祉連合会

児童扶養⼿当の⽀給を受けており（または同等の所得⽔準にあり）、かつ「⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援プ
ログラム策定事業」に基づくプログラム策定を受けているひとり親の方の家賃の支払いを支援。

＊⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援プログラム〜児童扶養⼿当受給者に対し、個々の家庭の実情に応じた⾃⽴⽀援プログラム
を策定し、ハローワーク等関係機関と緊密に連携しつつ、きめ細かな支援を行う

■貸付内容〜家賃⽉額上限４万円×最⻑１２ヶ⽉貸付
■保証人不要・無利子
■本人の取り組みにより就職、就労状況の改善を果たし、１年間就労継続した場合は償還免除

R3年度

貸付件数 ２３１世帯
※令和３年６月より開始

＊ 2022.11.25 沖縄県 ⼦ども⽣活福祉部⻘少年・⼦ども家庭課／電話回答

※令和３年度 貸付金額 ４８５２万１０９０円



居住支援協議会

• 都道府県は団体間のネットワークづくりや、登録住宅や相談窓口に関する情報
提供が多い一方で（月１回？）、きめ細かな支援を実施するためには、市町村単
位での居住支援協議会の設置が求められている。

• 那覇市では、中核市として率先して「居住支援協議会」の設立を行い、住宅用配
慮者に対し公営住宅のみならず、住宅・福祉部局が庁内および関連機関との連
携の強化により住宅確保要配慮者のための具体的かつ総合的な施策を「主体
的」に取り組んでいくことの重要性。

• まずは相談のための受け皿をつくり、地域ニーズを把握し、その課題と連携を含
めた解決策の経験の蓄積を行う。

• 住宅に対して継続的に関係機関・団体が現実に起こっている住まいの貧困に関
連するさまざまな問題を考え続け、学びを共有していくことの重要性。



平成28年10月国土交通省国土交通省住宅局「家賃債務保証の現状」より。





第４１回全国クレサラ・生活再建問題被害者交流集会in滋賀
第５分科会「住まいの権利」報告①2022年10月15⽇「登録住宅、専⽤住宅、家賃低廉化の推移と現状について」坂庭国晴（国⺠の住まいを守る全国連絡会代表幹事）提供資料より作成



第４１回全国クレサラ・生活再建問題被害者交流集会in滋賀
第５分科会「住まいの権利」報告①2022年10月15⽇「登録住宅、専⽤住宅、家賃低廉化の推移と現状について」坂庭国晴（国⺠の住まいを守る全国連絡会代表幹事）提供資料より作成



第４１回全国クレサラ・生活再建問題被害者交流集会in滋賀
第５分科会「住まいの権利」報告2022年10月15⽇「住宅セーフティネット政策を問い直す」平⼭洋介（神⼾⼤学）提供資料より

低所得者向け賃貸住宅政策

欧州福祉国家 社会賃貸住宅の大量建設
公的住宅手当制度の確立

日本型 公共賃貸住宅の周縁化
公的住宅手当の未整備

⺠間家主・企業・家族への依存

住宅セーフティネット政策と居住支援活
動の条件として、良質・低家賃住宅を増
やす必要



私（安里）のまとめ
• 住まいの貧困も含め貧困の問題は、対人援助や施与や庇護の視点だ
けではなく、広く市⺠の福祉のため地⽅⾃治体に対して制度・政策
を機能させたり、改善を求める視点（メゾ）、又貧困や差別を産み
出し、固定化し、助⻑する社会構造に着⽬し、国や社会全体に対し
て法改正等も含めた構造の是正や改善を求める（マクロ）活動が求
められている。

• すべての市⺠が幸福を追求するための「最低限度の⾃由の平等」を
保障していくため、社会にある「不平等」の是正のため社会構造に
対峙し、尊厳や権利を保障するための支援や制度改善などに取り組
んでいくアソシエート（連携）の重要性。


